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損失回避的な消費者と企業の行動分析
熊 谷 太 郎
１ は じ め に
１９９０年以降，製品欠陥に関する賠償責任ルール（以下，責任ルールと記述す
る）として，多くの国が過失責任（Negligence Rule）から寄与過失を伴う厳格
責任（Strict Liability with Contributory Negligence）へと移行した。１）日本でも１９９５
年に製造物責任法（Product Liability Law）が施行され，薬害問題にも適用され
始めている。２）
過失責任の下では，裁判における主な争点は加害者の過失の有無だった。も
し加害者の過失が立証されたなら被害者に対する損害賠償責任が生じる。しか
し，寄与過失を伴う厳格責任の下では，消費者は企業の過失ではなく製品に欠
陥があった，すなわち消費者は通常通りの使用をしていたにもかかわらず，損
害が発生したことを証明すればよいため，主な争点は欠陥の存在や製品と損害
の因果関係，欠陥と損害の因果関係にシフトしている。３）製造物責任法に基づく
１）一般的には無過失責任，もしくは厳格責任が採用されているように言われている。しか
し，実際には製品の使用者に責任がないことを証明しなければ損害は補償されないので，
経済学的には寄与過失を伴う厳格責任を採用していると言える。
２）日本では，中国製漢方薬の副作用で腎障害になったとして，製造物責任法に基づいて損
害賠償請求がなされ，約３，３３６万円の損害賠償が認められた（名古屋地方裁判所平成１６年
４月９日判決）。また，最近ではイレッサ訴訟で，大阪地裁は製薬会社の責任について「製
造物責任法上，医薬品の安全性について第１次的な責任を負う」として，薬害の集団訴訟
としては初めて製造物責任法に言及した。
３）『製造物責任法の運用状況等に関する実態調査報告書』（２００６）によると，「その他」を
除けばこの３点で全体の争点の約８割を占める。
訴訟に絞ると，『消費生活年報２０１０』によれば，２０１０年６月末時点で１２９件の
事案が生じている。係属中と訴訟取り下げを除いて，原告に何らかの賠償がな
されたケースは全体の約６５．７％にのぼる。過失責任が採用されていた時と比
べると，訴訟件数は増加しており，また原告が補償されるケースも増加してい
る。本稿ではこれらの争点が明らかになっていることを条件として，賠償額の
大きさに焦点を当て，企業の努力インセンティブ問題を考察する。
これまで寄与過失を伴う厳格責任を含む，賠償責任ルールについての多くの
研究は，どの責任ルールが最適であるかということに焦点を当ててきた
（Brown（１９７３），Shavell（１９８３，１９８７），Winter（１９９５），Miceli（１９９７），Feldman
and Frost（１９９８）や Satish and Singh（２００２）など）。これらの研究はいずれも
和解交渉や法廷審理などの裁判手続きを考慮しておらず，注意費用や注意水準
が同質の加害者を分析対象としている。Kumagai（２００１）は和解交渉と裁判手
続きを明示的に取り扱い，注意費用の大きさが加害者ごとに異なるモデルを構
築し，過失責任と寄与過失を伴う厳格責任のどちらの責任ルールの方が加害者
の努力インセンティブを強められるかを分析している。結果として，過失責任
よりも寄与過失を伴う厳格責任の方がより大きな注意費用を持つ加害者にも努
力インセンティブを与えることを示したが，加害者の和解額は外生的であると
仮定している。実際の和解交渉は，当事者が戦略的に決定していると考えられ
る。熊谷（２００９）では和解額を内生化したモデルを構築し分析をした結果，同
様の結論を得ている。ただし，加害者は法廷で被害者が得る賠償額と同額の和
解提案をするため，被害者は加害者の和解提案を拒否するインセンティブを持
たない。しかし，上述のように実際の事例・案件のすべてで和解が成立するわ
けではない。
本稿では事例・案件が法廷に進む可能性を考慮するために，被害者は加害者
の行動を完全には知ることができない不完全観測モデルの下で，損失回避的な
被害者と加害者を考える。被害者と加害者の和解交渉が決裂した場合，法廷で
事例・案件が解決されるが，その際各当事者は裁判費用を追加的に負担しなけ
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ればならない。しかし，各当事者は追加負担を避けたいと考えている。追加費
用に関する回避度は当事者によって異なり（回避度を損失回避係数と呼ぶ），
私的情報であるとする。寄与過失を伴う厳格責任の下では，事故が生じると賠
償責任は加害者にある。したがって，加害者の和解提案は被害者が法廷で受け
取る利得と同額の和解案（賠償額－裁判費用）となる。被害者の損失回避係数
は私的情報なので，加害者は平均損失回避係数を基に和解提案を行う。平均損
失回避係数よりも大きな損失回避係数を持つ被害者は，加害者の和解提案を受
諾しやすく，平均損失回避度係数よりも小さな損失回避係数を持つ被害者は常
に法廷に進む。
また，本稿では加害者の努力行動に依存せずに賠償額が決定されるケースと
努力行動に依存して賠償額が決定されるケースで結論が異なることを明らかに
する。努力行動に依存して賠償額が決定されるケースは，補償的損害賠償と懲
罰的損害賠償のケースに相当する。どちらのケースも，加害者が努力をしても
損失回避係数が小さい被害者は法廷に進むため，非効率性が生じる。損失回避
係数が大きな被害者に焦点を当てると，補償的損害賠償のケースでは事例・案
件は和解で解決される。これは，加害者の努力に依存せず賠償額が決定される
ため，加害者が努力行動を偽るインセンティブを持たないためである。一方，
懲罰的損害賠償のケースでは比較的大きな努力費用を持つ加害者は，被害者が
加害者の行動を観察できないことを利用して，事前の努力行動を偽るインセン
ティブを持つ。すなわち，努力をしていないにもかかわらず，努力をしたときの
賠償額を基に和解提案を行うかもしれない。このとき，被害者は和解提案を拒
否する可能性があり，事例・案件が法廷に進むことがある。したがって，仮に加
害者が努力をしていたとしても法廷に進むことがあるので，非効率性が生じる。
本稿の構成は以下の通りである。第２節ではモデルを展開し，責任ルールを
定義する。第３節では，ベンチマークとして損失非回避的な消費者と企業を考
える。第４節では，損失回避的な消費者と企業における特徴を明らかにし，第
５節で考察を行う。そして，第６節で結論と今後の課題を述べる。
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２ モ デ ル
本稿では，（潜在的な）加害者を企業，（潜在的な）被害者を消費者とし，両
者の戦略的決定問題を分析するために最初に和解交渉を考慮したモデルを構築
する。
２．１ ゲームの構造と損害賠償責任ルール
プレーヤーは（潜在的な）被害者である消費者と（潜在的な）加害者である
企業である。最初に，企業が事故抑止努力をする（）か怠る（）かを決定
する（以降，事故抑止努力は努力と記述する）。例えば，企業の努力は次のよ
うなものがある：製品の使用方法や使用上の注意を詳細に書いたマニュアル
を用意する，食品工場は工場内を常に清潔に保つ，ファーストフード店は
コーヒーや紅茶などの飲み物の温度を熱くしすぎない。企業は努力をするな
ら，努力費用を負担しなければならない。また，努力費用は企業ごとに
異なる。４）消費者は努力をしていると仮定する。５）
事故の発生確率は企業の努力に依存する。ただし，は企業の
努力選択を意味する。事故の発生確率は，企業が努力をしたときの方が努力を
しなかったときよりも小さい：。事故が生じると，消費者はの損害
を被る。両当事者とも損害額の大きさを知っていると仮定する。
事故が生じた後，消費者は企業の努力に関する証拠を入手する。６）本稿では，
この証拠をシグナルと呼ぶ。シグナルは消費者の私的情報である。消費者が観
４）潜在的な加害者である企業の努力費用は，ある範囲に連続的に分布していると暗に仮定
している。
５）本来ならば，消費者の努力も分析する必要があるかもしれない。しかし，責任ルールの
変更は主に加害者に行動を変えさせ，被害者を救済することを目的としていることが多
い。例えば，１９９５年に施行された製造物責任法が典型的である。したがって，本稿では企
業の努力インセンティブにのみ焦点を当てる。
６）裁判で提出できる証拠は客観的な証拠（hard evidence）と呼ばれ，そうでない証拠は主
観的な証拠（soft evidence）と呼ばれる。本稿では前者の証拠を取り扱う。
４２ 松山大学論集 第２３巻 第６号
察可能なシグナルをで示す。は企業が努力をした，は企業が努
力を怠ったことを意味する。企業が努力をしたならば，確率でシグナル
が生じ，残りの確率でが生じる。ただし，シグナルは企業の努力行動をあ
る程度反映するとする，すなわちとする。企業が努力を怠ったならば，
確率でシグナルが生じ，でが生じる。消費者は２つのシグナルの
うち１つのみを観察する。したがって，消費者はどちらのシグナルを観察して
も，企業の努力行動を確実には知ることはできない。
消費者はシグナルを観察した後，企業を告訴し１回限りの和解交渉（take-it-
or-leave-it offer）を行う和解ステージへと進む。企業は和解額を消費者
に提案する。消費者は企業からの和解提案を受諾（）するか拒否する（）
かを決めなければならない。もし消費者がこの和解提案を受け入れるならば，
消費者は和解額を受け取り，ゲームが終了する。消費者が企業の和解提案
を拒否すると，この事例・案件は法廷ステージに進む。法廷に進むと，消費者
と企業は裁判費用として，それぞれと	を負担しなければならない。な
お，や	は金銭だけではなく，時間や心理的な負担も含めた費用である。
法廷ステージで裁判所は寄与過失を伴う厳格責任に従って判決を下す。寄与
過失を伴う厳格責任とは，消費者が努力をしている時，損害は企業が賠償しな
ければならないが，消費者が努力を怠るとき，企業に損害賠償責任が生じない
責任ルールである（表１）。裁判所は企業の行動を正しく観察できる，すなわ
ち誤審することなく判決を下すことができると仮定する。７）もし企業が努力をし
ていたならば
，企業が努力を怠っていたならば

を消費者
に支払わなければならない。
本稿では，解概念として完全ベイジアン均衡（Perfect Bayesian equilibrium）
を用い，企業が正の確率で努力する均衡に焦点を当てる。
７）本稿で取り扱う責任ルールは寄与過失を伴う厳格責任である。また，消費者は努力をし
ていると仮定している。したがって，損害が生じた場合常に企業側に損害賠償責任があ
る。ここでの裁判所の役割は，企業の努力行動に応じて，企業に対して，消費者にどのく
らいの賠償額を命ずるかである。
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２．２ 利得関数
本稿では，プレーヤーは費用負担を回避したいという損失回避性を仮定す
る。損失回避性とは支払額は同額の受取額よりも強く評価される，すなわち支
払額と受取額が同じならば，支払いによる負の効用が受け取りによる正の効用
を上回るという性質である。この性質を用いると，消費者と企業の利得関数は
以下のように定義される。
最初に事故が発生しない状況を考える。企業が努力をすれば利得は，
努力を怠ると０となる。消費者の利得は０である。ただし，は企業の
損失回避係数である。
事故が発生したときの消費者の利得は次のように定義できる。


	




ただし，は消費者 の利得関数，は最終節（terminal node），は
消費者 の損失回避係数を表している。が大きいほど，損失を回避したが
る消費者を表す。各消費者により損失回避係数は異なっており，私的情報であ
る。企業は消費者の平均損失回避係数のみ知っていると仮定する。８）また，
	は消費者の戦略を表している。
８）平均損失回避係数は次のように表される：

ただし，
はの分布関数である。
C N
C D P
N D P
表１ 寄与過失を伴う厳格責任
消費者（P）
企業（D）
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事故が発生したときの企業の利得は次のように定義できる。



	

	


ただし，は，となるような関数である。
３ 損失非回避的な原告と被告
本節ではベンチマークとして，損失回避性が存在しないケース（），
すなわち支払額と受取額が同額であるならば利得が０になるケースを考察す
る。まず最初に，企業の努力行動に依存せず判決額が決まるケース，次に企業
の努力行動に応じて判決額が異なるケースを考える。
まず最初に のケースを考える。寄与過失を伴う厳格責任に
おいて，事故が発生し告訴することで消費者は必ず勝訴する。したがって，和
解ステージ，もしくは法廷ステージでは企業が消費者に対してどのくらいの賠
償額を支払うかが争点となる。和解ステージにおいて，企業は法廷ステージで
消費者が受け取る金額と同額の和解提案をする。このとき，消費者は和解提案
の受諾と拒否は無差別となるため，企業の和解提案を受諾する。
命題１．（熊谷（２００９）） とする。企業の努力費用が


ならば，企業は努力する。この均衡において，企業は
の和解提案を
し，消費者は企業の和解提案を受諾する。
次に企業の努力に応じて企業の支払額が異なるケース（）を考えよ
う。とし，企業の努力費用が命題１を満たしているとしよう。均衡に
おいて，消費者は法廷に進むと必ず
を得る。したがって，消費者は企
業の和解提案が
ならば受諾する。消費者の戦略を所与として，企
寄与過失を伴う厳格責任の下での損失回避的な消費者と企業の行動分析 ４５
業が努力をしているとき企業の賠償額はである。このとき，企業は
を提案し，消費者は受諾するため，を提案するインセンティブ
がない。消費者はを受諾するので，企業が努力を怠ったとしてもを
提案するインセンティブを持たない。したがって，との
ケースでは同様の結果が得られる。
４ 損失回避的な原告と被告
４．１ WC＝WN＝W のケース
損失回避的で のケースを考える。消費者の損失回避係数
は私的情報なので，企業は和解ステージでを提案する。
命題２．（i），とする。もし企業の努力費用が
 
ならば，企業は努力をする。この均衡において，企業はを提案し，
消費者は和解提案を受諾する。
（ii），とする。もし企業の努力費用が
	
ならば，企業は努力をする。この均衡において，企業はを提案し，
消費者は和解提案を拒否する。
証明はすべて補論で示す。
 なので，法廷ステージに進んだときの企業の支払額は努力行
動に依存しない。消費者は企業の和解提案を受諾すると，和解提
案を拒否するとの利得を得る。法廷に進む消費者と和解提案を受諾す
る消費者の差は損失回避係数による。すなわち，損失回避係数の高い消費者は
法廷に進むことにより裁判費用をより高く評価するため，企業の和解提案を受
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諾する。一方，ならば，消費者は裁判費用を低く評価している，すなわ
ち企業の和解提案額が低いと感じており，消費者は法廷ステージに進む。この
均衡では企業は努力をしており，命題２－（i）に比べて社会的費用はだ
け大きい。したがって，命題２－（ii）は非効率的な均衡である。
４．２ WC＜WN のケース
このケースでも，消費者の損失回避係数がの消費者については，命
題２－（ii）と同じであるが，損失回避係数がのとき，消費者と企業の均
衡における戦略は複雑となる。企業が努力をして法廷に進んだときの支払額は
である。したがって，企業は努力するならを超える和解提
案をするインセンティブはない。もし消費者がを常に受諾するならば，努
力費用が比較的大きい企業は努力をせずを提案し，努力をしたように思わ
せる。このとき，消費者はを拒否すると	を得ることができる。
したがって，消費者は正の確率で和解提案を拒否する。
消費者は正の確率で和解提案を拒否するため，もし企業が努力を怠り法廷ス
テージに進むと，企業の支払額は	となる。しかし，努力を怠った企業
が法廷ステージで努力行動を明らかにする和解提案		をするなら
ば，消費者はこの提案を受諾する。企業は，法廷に進むよりもの分だ
け支払額を削減することができる。したがって，企業は		の提案
をするかもしれない。そのため，前項よりも企業と消費者の均衡戦略は複雑に
なる。
損失回避係数の低い消費者は常に法廷に進むということは容易に確認でき
る。したがって，以下では大きな損失回避係数を持つ消費者に焦点を当てる。
命題３．（i）命題２－（i）と同じなので，省略する。
（ii）とする。企業の努力費用が
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
	

ならば，企業はの確率で努力する。企業は努力したとき
	を提案し，努力を怠ったときの確率でを提案し，の確率で
	を提案する。消費者はシグナル
を観察するとき企業の和解提
案を受諾，を観察し企業の和解提案がのときの確率で和解提
案を受諾し，残りの確率で拒否する。また，のとき和解提案を受諾する：

	
		
 
	


	

 

	
	

ただし，，である。
（iii）とする。企業の努力費用が

	

ならば，企業はの確率で努力する。企業は努力したとき
	を提案し，努力を怠ったときの確率でを提案し，の確率
で	を提案する。企業の和解提案がのとき，消費者はシグナ
ルを観察したとき和解提案を拒否，
を観察したときの確率で受
諾し，残りの確率で拒否する。また，和解提案がのとき，受諾する：
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


 




	
 


	
	
	 
ただし，を満たさなければならない：


	


のケースでは企業の努力費用の大きさに応じて，企業が正の確率
で努力をする均衡は３つに分類される。命題３－（i）は命題２－（i）と同じで，
企業は確実に努力をする。このとき，消費者はシグナルを観察しても，『不
幸にもシグナルが生じた』と判断するため，消費者は企業の和解提案を確
実に受諾する。
命題３－（ii）と（iii）では，企業は正の確率で努力を怠り，努力を怠ったと
き正の確率で	の和解提案をする。そのため，消費者が	の和解提案を確
実に受諾すると，企業は努力をしないため，消費者は正の確率で企業の和解提
案を拒否しなければならない。
正の確率で和解提案を拒否する消費者の行動戦略は２通りある。９）（ii）におけ
る努力費用は（i）よりも大きいが（iii）よりも小さい。そのため，企業の努
力確率は比較的高いので，消費者はシグナルを観察すると	を提案した企
９）両方のシグナルで正の確率で拒否する戦略は
という仮定に反する。また，を観
察したとき正の確率で拒否し，を観察したとき受諾するという行動戦略は非合理的なた
め，均衡にならないことは容易に確認できる。
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業は努力をしていると判断する。一方，を観察したとき，の和解提案を
正の確率で拒否する。拒否確率は企業の努力費用の大きさに依存する。もし企
業の努力費用に依存せず一定の確率で和解提案を拒否すると，努力費用が比較
的低い企業は確実に努力し，努力費用が比較的大きな企業は確実に努力をしな
くなるためである。
（iii）においても，解釈は（ii）と同じであるが（ii）と比較すると企業の努
力確率が低い。また，を満たさなければならないため，ノイズが比較的
大きくなっている。そのため，消費者はシグナルを観察するとき，『企業は
努力を怠ったにもかかわらず幸運にもが生じたかもしれない』と判断する。
したがって，消費者はを観察したとき和解提案を正の確率で拒否し，を観
察したとき和解提案を拒否する。
ノイズが大きくなると企業の努力確率は高くなるが，消費者の和解提案の受
諾確率は小さくなることは興味深い。命題２－（iii）では，ノイズが大きくなる
ことは，努力をしていないにもかかわらずが生じる可能性が高くなること
を意味する。そのため，企業の努力を怠るインセンティブが強まるため，消費
者は和解提案の受諾確率を低くする。また，消費者がを観察しているとき
企業が努力をしているという消費者の予想が小さくなることを意味する。すな
わち，たとえ企業が努力をしたとしても消費者は企業は努力をしていないと信
じやすくなっていることを意味する。したがって，消費者が企業は努力をして
いると信じさせるために，努力確率を上昇させなければならない。
５ 考 察
本稿における損失非回避的な原告・被告は熊谷（２００９）で分析されている。
寄与過失を伴う厳格責任の下で法廷ステージは均衡外経路であり，常に和解交
渉が成立していた。しかし，現実では寄与過失を伴う厳格責任の下で，案件・
事例は法廷ステージに進んでおり，熊谷（２００９）のように常に和解が成立して
いるわけではない。１０）そこで，本稿では消費者と企業の損失回避性に注目し
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た。損失回避係数が大きい消費者は法廷ステージに進むことによる追加費用を
高く評価しているため，企業の和解提案に応じやすい。低い損失回避係数を持
つ消費者は裁判費用を低く評価しているため，法廷ステージに進む。しかし，
均衡において，企業は努力をしているため，低い損失回避係数を持つ消費者が
法廷ステージに進むことは非効率的である。１１）
また，本稿では企業の努力行動に関係なく賠償額が等しいケース（）
と努力行動に応じて賠償額が異なるケース（）を分析している。ど
ちらのケースでも，消費者の損失回避係数が平均よりも小さい場合，企業の和
解提案を拒否し法廷ステージに進む。しかし，大きな損失回避係数を持つ消費
者については，結論は異なる。のとき，均衡で企業の和解提案を受
諾するが，のときの均衡は複雑である。もし企業の努力費用が式
を満たすならば，消費者は企業の和解提案を受諾する。企業の努力費用が式
や式を満たすとき，たとえ努力を怠ったとしても，努力をしたときに提案す
る和解額を模倣する。これが，企業が正の確率で努力を怠る源泉である。この
とき消費者は和解提案を確実に受諾すると企業は努力を怠る。消費者は観察し
たシグナルに応じて正の確率で和解提案を拒否しなければならない。
では，企業が努力を怠ったとき，努力をしたときに比べて高額の賠
償額を支払うので，懲罰的損害賠償（punitive damages）のケースと解釈できる。
もし企業の努力費用が小さいならば，どちらのケースでも企業は努力をする。
しかし，企業の努力費用が大きくなると後者のケースでは努力をする可能性が
あるが，前者のケースでは，企業は努力を怠る。比較的大きな努力費用を持つ
企業にも努力をさせたいならば，努力をした企業と怠った企業の賠償額に差を
つければ良いことがわかる。ただし，努力を怠ることで高額の賠償額を支払わ
１０）内閣府国民生活局（２００６）によると，製造物責任法に基づく損害賠償請求訴訟事例は２００６
年２月２８日時点で，一審判決分または訴状を入手できた事案は９０件ある。その内，判決
が出ている事案は４６件ある。そのうち１０件は取り下げ・和解事案である。
１１）企業の和解提案を受け入れれば両者の裁判費用は生じない。そのため，が非効率
となる。
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なければならないため，努力を怠った企業がを提案するインセ
ンティブを持つことに注意しなければならない。努力を怠った企業がを提
案するインセンティブを弱めるためには，を高額にすればよい。式，
式，式，そして式より，の増加は企業の努力確率と消費者の和解受諾
確率を上昇させる。
また，小さなを持つ消費者が法廷ステージに進まないようにするために，
連邦民事訴訟規則６８（ルール６８）のような制度を導入すれば良いかもしれな
い。ルール６８では，被告の和解提案を拒否した原告は提案された和解額より
も賠償額が小さい場合，被告の裁判費用を負担しなければならない。が小さ
いとき，均衡では企業は常に努力するが，案件・事例は法廷に進むため，非効
率である。このケースにおいて，必ずとなるため，ルール６８を直接
導入しても効果がない。そのため，被告が受け取る賠償額から裁判費用を引い
た，純受取額が賠償額以下の場合，原告が被告の裁判費用を負担しなければな
らないという制度にする必要がある。この制度を確立することによって，小さ
なを持つ消費者に和解提案を受諾させることができるかもしれない。１２）
６ お わ り に
本稿では，寄与過失を伴う厳格責任に焦点を当て，消費者と企業が損失回避
的なモデルを考慮した。その結果，損失非回避的な消費者は法廷ステージに進
まず，常に和解が成立するが，損失回避的な消費者，特に損失回避係数が小さ
い消費者は法廷ステージに進み，非効率的である。ただし，損失回避係数が小
さい消費者を法廷ステージに進ませないために，連邦民事訴訟規則ルール６８
のような制度を導入すれば良い。また，企業の努力行動に応じて賠償額が異な
るケースでは，賠償額が同額のケースよりも，より高い努力費用を持つ企業に
も努力させることができることがわかった。このケースでは企業は正の確率で
１２）Coursey and Stanley（１９８８）はルール６８の効果を実証的に評価し，和解が促進されると
結論づけている。
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努力を怠り，消費者は正の確率で企業の和解提案を拒否するため，非効率性が
生じる。この非効率性は，努力を怠った企業の賠償額を大きくすることによっ
て解消できる。
本稿のモデルでは，賠償額を大きくするほど企業は努力し，和解成立の可能
性は高まるが，現実的には賠償額の支払い能力に限度があり，無限に大きくす
ることができない。さらに，日本では懲罰的損害賠償が禁じられているため，
大きすぎるは請求できないかもしれない。また，ルール６８のような制度
を確立することで和解率は上昇するかもしれないが，企業の努力インセンティ
ブに与える影響は不明である。これらの分析は今後の課題である。
補 論
命題２の証明．企業が努力していることを所与として，法廷ステージにおいて，消費者の利
得はである。は私的情報なので，企業は和解ステージでを提案する。
もし消費者の損失回避係数がならば消費者は和解提案を受諾し，ならば和解提
案を拒否する。したがって，のとき式が成立するならば企業は努力する。また，
のとき努力費用が	を満たすなら企業は努力をする。 ■
命題３の証明．とする。企業は法廷ステージに進んだとき，企業の負担額は努力して
いれば	，努力を怠っていれば	である。企業が努力をしているとき消費者の
受取額はなので，努力している企業は以外の和解提案をするインセ
ンティブを持たない。企業が努力を怠っているとき消費者の受取額はなので，
を超える和解提案をするインセンティブはない。また，努力している企業は
を提案するので，を提案すると消費者に努力を怠っていることが
正しく伝わる。したがって，企業が努力を怠ったにもかかわらず，努力をしたように振る舞
うならばを提案する。
（ii）消費者はシグナル
を観察するとき企業は努力をしており，を観察するとき確率
で努力している，残りの確率で努力を怠っていると予想しているとする。を観察してい
るとき消費者は の確率で和解提案を受諾し，残りの確率で拒否するとする。消費者の戦
略を所与として，企業は努力をしているとき，努力を怠っているとき確率で
，残りの確率でを提案する。また，企業はの確率で努力をする。
企業の戦略を所与として，消費者は
を観察したとき企業は努力をしていると予想してい
るので，和解提案を受諾する。を観察しているとき，企業が努力しているという消費者の
予想は
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


（A１）
となる。このとき，和解提案を受諾することと拒否することは無差別にならなければならな
い：
	
	

すなわち，

	


（A２）
が成立しなければならない。ただし，，である。より，
が成立しなければならない。また，（A１）式と（A２）式より式が成立する。
消費者の戦略を所与として，企業が努力したときと怠ったときの期待費用は等しくなって
いる：
		

	
そのため，式が成立する。	が成立するためには，式と式が成立しなければ
ならない。
（iii）消費者はシグナルを観察するとき企業は確率で努力しており，残りの確率で努
力していないと予想する。このとき消費者は，の確率で和解提案を受諾し，残りの確率で
拒否するとする。を観察すると企業は努力していないと予想する。消費者の戦略を所与と
して，企業は努力しているとき	
，努力を怠っているとき確率でを提案
し，残りの確率で	
を提案する。また，企業はの確率で努力をする。
企業の戦略を所与として，消費者はシグナルを観察したときと予想しているの
で，消費者は企業の和解提案を拒否する。を観察しているとき，消費者の予想は次のよう
になる：




 （A３）
消費者は正の確率で企業の和解提案を受諾するので，
	
	

が成立しなければならない。したがって，
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


（A４）
ただし，，である。（A３）式と（A４）式より式が成立する。
消費者の戦略を所与として，企業の努力をしたときと怠ったときの期待費用は等しくな
る：
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したがって，式が成立する。さらに
	なので，式，式そして式が成立しな
ければならない。 ■
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